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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,288 5,119

減価償却費 12,655 12,862

投資有価証券評価損益（△は益） 560 994

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,169 △1,284

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △160 △34

受取利息及び受取配当金 △797 △894

支払利息 3,361 3,552

固定資産処分損益（△は益） △493 △4,128

投資有価証券売却損益（△は益） △53 1

投資その他の資産評価損 13 3

事業再編損失 － 1,625

売上債権の増減額（△は増加） 15,508 6,663

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,393 △12,636

仕入債務の増減額（△は減少） △83 △3,430

その他 △3,779 609

小計 22,458 9,021

利息及び配当金の受取額 832 895

利息の支払額 △3,370 △3,668

法人税等の支払額 △1,099 △2,090

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,820 4,157

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △1,098 △181

投資有価証券の売却による収入 141 59

関係会社株式の取得による支出 △395 △453

有形及び無形固定資産の取得による支出 △19,266 △17,966

有形及び無形固定資産の売却による収入 2,812 6,322

貸付けによる支出 △276 △731

貸付金の回収による収入 223 612

その他 110 78

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,749 △12,261

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △15,530 5,032

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 6,000 △4,000

割賦債務の返済による支出 △805 －

長期借入れによる収入 15,936 19,650

長期借入金の返済による支出 △16,837 △10,668

株式の発行による収入 3,781 －

自己株式の取得による支出 △26 △74

配当金の支払額 △968 △1,712

少数株主への配当金の支払額 △90 △100

その他 △482 △49

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,022 8,077

現金及び現金同等物に係る換算差額 35 1,166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,915 1,139

現金及び現金同等物の期首残高 10,240 2,324

現金及び現金同等物の期末残高 2,324 3,464

─ 49 ─



































































２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

第143期 
(平成20年３月31日) 

第144期 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 271 1,606

受取手形 338 296

売掛金 ※3  38,438 ※3  43,174

商品 4,758 －

製品 10,465 －

商品及び製品 － 20,102

原材料 3,699 －

仕掛品 3,474 4,329

貯蔵品 2,469 －

原材料及び貯蔵品 － 7,612

前渡金 1,034 586

前払費用 253 401

繰延税金資産 1,840 916

短期貸付金 ※3  1,265 ※3  3,396

未収入金 ※3  3,319 ※3  5,742

その他 62 18

貸倒引当金 △4 △50

流動資産合計 71,688 88,133

固定資産   

有形固定資産   

建物 55,052 55,297

減価償却累計額 △30,170 △31,307

建物（純額） 24,882 23,990

構築物 13,567 13,633

減価償却累計額 △9,509 △9,781

構築物（純額） 4,058 3,852

機械及び装置 243,265 246,738

減価償却累計額 △190,853 △194,826

機械及び装置（純額） 52,412 51,911

車両運搬具 416 417

減価償却累計額 △387 △384

車両運搬具（純額） 28 33

工具、器具及び備品 5,487 5,308

減価償却累計額 △4,756 △4,557

工具、器具及び備品（純額） 730 751

土地 17,129 17,153

山林及び植林 660 660

減価償却累計額 △126 △126

山林及び植林（純額） 533 533

リース資産 － 34

減価償却累計額 － △4

リース資産（純額） － 29

建設仮勘定 731 543

有形固定資産合計 ※1  100,506 ※1  98,799

─ 82 ─



(単位：百万円)

第143期 
(平成20年３月31日) 

第144期 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 1,598 1,174

その他 28 28

無形固定資産合計 1,626 1,203

投資その他の資産   

投資有価証券 27,585 20,125

関係会社株式 8,507 8,664

出資金 1 1

関係会社出資金 3,299 2,805

従業員に対する長期貸付金 3 7

関係会社長期貸付金 487 481

破産更生債権等 1 27

長期前払費用 111 88

前払年金費用 3,518 3,499

繰延税金資産 406 2,687

その他 1,611 1,489

貸倒引当金 △24 △61

投資その他の資産合計 45,510 39,816

固定資産合計 147,644 139,819

資産合計 219,333 227,953

負債の部   

流動負債   

支払手形 762 858

買掛金 ※3  26,952 ※3  24,234

短期借入金 ※3  47,051 60,771

コマーシャル・ペーパー 6,000 2,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  9,320 ※1  5,407

1年内償還予定の社債 － 10,000

リース債務 － 7

未払金 3,055 4,676

未払費用 ※3  11,834 ※3  10,289

未払法人税等 111 136

未払消費税等 － 272

預り金 99 88

設備関係支払手形 110 251

その他 52 4

流動負債合計 105,350 118,998

固定負債   

社債 10,000 －

長期借入金 ※1  33,357 ※1  47,294

長期未払金 2,826 2,232

リース債務 － 23

退職給付引当金 1,598 791

その他 96 92

固定負債合計 47,879 50,434

負債合計 153,230 169,432

─ 83 ─



(単位：百万円)

第143期 
(平成20年３月31日) 

第144期 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 32,756 32,756

資本剰余金   

資本準備金 19,682 19,682

その他資本剰余金 41 35

資本剰余金合計 19,723 19,717

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 4,500 5,500

繰越利益剰余金 4,781 239

利益剰余金合計 9,281 5,739

自己株式 △41 △86

株主資本合計 61,720 58,126

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,382 393

評価・換算差額等合計 4,382 393

純資産合計 66,103 58,520

負債純資産合計 219,333 227,953

─ 84 ─



























































平成20年６月27日

三 菱 製 紙 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている三菱製紙株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、三菱製紙株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

 

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人

指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士  大 杉 秀 雄  

指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士  北 澄 和 也  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 





 
平成21年６月26日

三 菱 製 紙 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 
  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている三菱製紙株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、三菱製紙株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士  大 杉 秀 雄  

指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士  北 澄 和 也  

指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士  唐 澤 正 幸 





＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三菱製紙株式会

社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、三菱製紙株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 





  

平成20年６月27日

三 菱 製 紙 株 式 会 社 

取 締 役 会   御 中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている三菱製紙株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第143期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三菱製紙株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人

指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士  大 杉 秀 雄 

指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士  北 澄 和 也 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 





  

平成21年６月26日

三 菱 製 紙 株 式 会 社 

取 締 役 会   御 中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている三菱製紙株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第144期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三菱製紙株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士  大 杉 秀 雄 

指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士  北 澄 和 也 

指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士  唐 澤 正 幸 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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